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II 分野別実施事項

６．投資等分野

（9）官民データ活用と電子政府化の徹底

地方自治体の保有するデータの活用

地方自治体が保有するパーソナルデータについて、同じルールで円滑に利活用することが可能な環境を

迅速に実現するための工程（立法措置か条例整備かの整理等を含む。）を明確化する。その工程に基づ

き、その活用事例の整理を行うとともに、現行の地方における活用ルールの実効性を検証し、その結果を

踏まえ、立法措置（作成組織の整備を含む。）の在り方について、具体的な論点を整理し、結論を得る。

それとともに、事業採算性等の実効性を検証し、その結果に基づき必要な措置を講ずる。

【実施時期】
工程の明確化は平成30年度上期措置。平成30年度に立法措置の在り方について検討・結論。
平成31年度措置

「規制改革実施計画」 （平成30年６月15日閣議決定）抄
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「地方公共団体が保有するパーソナルデータの効果的な活用のための仕組みの在り方に関する検討会」（平成30年４月

20日報告書公表）において、地方公共団体の非識別加工情報の活用をより効率的に行う観点から、データを利活用する

民間事業者が簡便に地方公共団体のデータにアクセスできる環境の整備及びこれに伴う地方公共団体の負担軽減につ

いて作成組織等の検討を進める必要があるとされたことや、「規制改革実施計画（平成30年６月15日閣議決定）」の内容

等を踏まえ、地方公共団体の非識別加工情報の作成・提供に係る効率的な仕組みの在り方について検討するために開

催する。

（１） 趣旨

地方公共団体の非識別加工情報の作成・提供に係る効率的な仕組みの在り方に関する検討会 概要

・ 第１回 ８月２１日 （検討会の立ち上げ）

・ 平成３０年度内 作成組織に関する立法措置の在り方について（中間整理）

・ 平成３１年度において、作成組織の実効性の検証結果を踏まえた具体的な措置の在り方について（最終とりまとめ）

（２） スケジュール

犬塚 克 横浜市市民局市民情報室市民情報課長

○宇賀 克也 東京大学大学院法学政治学研究科教授

大谷 和子 株式会社日本総合研究所執行役員 法務部長

岡村 久道 弁護士、京都大学大学院医学研究科講師

佐光 正夫 徳島県政策創造部統計データ課長

佐藤 一郎 国立情報学研究所副所長 教授

松岡 萬里野 一般財団法人日本消費者協会理事長

村上 文洋 株式会社三菱総合研究所社会ICTイノベーション本部 ICT・メディア戦略グループ主席研究員

矢島 征幸 茨城県五霞町町民税務課主幹

○：座長 敬称略、五十音順

（３） 構成員

２



地
方
公

共
団
体
の
非
識
別
加

工
情

報
の

作
成

・
提

供
に
係

る
効

率
的

な
 

 
仕
組
み

に
係

る
主

な
検

討
項

目
（
案

）
 

Ⅰ
 
地

方
公

共
団
体
の

非
識
別
加
工
情

報
の

作
成

・
提

供
に
係

る
効

率
的

な
仕

組
み

の

制
度

の
検
討
の
背
景
及
び
検
討
内
容

 

１
 
基

本
的
な
考
え
方

 

(１
)
制

度
検
討
の
背
景

(２
)
現
状
と
課
題

(３
)
検

討
の
方
向
性

２
 
基

本
的
な
枠
組
み

 

(１
)
地

方
公
共
団
体
と
は
別
の

組
織

に
よ
る
利

用
者
ニ
ー
ズ
を
踏

ま
え
た
効
率

的

な
加

工

(２
)
実

効
性
あ
る
制
度
運
用
の

確
保

Ⅱ
 
地

方
公
共
団
体
の

非
識
別
加
工

情
報

の
作

成
・
提

供
に
係

る
効

率
的

な
仕

組
み

の

制
度

に
係
る
主
な
検
討
項
目

 

１
 
作

成
組
織
に
お
け
る
加
工
基
準

 

２
 
加

工
対
象
と
な
る
個
人
情
報
の
範

囲
等
に
つ
い
て
の

整
理

 

３
 
地

方
公
共
団
体
か
ら
の
個
人
情
報

の
円
滑

な
提
供

 

４
 
必

要
と
な
る
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
基
準
等

 

５
 
作

成
組
織
の
認
定
等
、
国
の
関
与

の
在

り
方

 

６
 
個

人
情
報
に
係
る
デ
ー
タ
形

式
 

７
 
作

成
組
織
に
お
け
る
非
識
別
加

工
情
報
の

提
供
と
各

団
体

の
条
例

に
お
け
る

 

非
識

別
加
工
情
報
の
関
係

 

(
出
典

)
「
地

方
公
共

団
体
の
非

識
別

加
工

情
報
の

作
成
・
提

供
に
係
る
 

効
率

的
な
仕

組
み
の

在
り
方
に

関
す

る
検

討
会
」

第
1
回
配
布
資

料
５
 

３



①非識別加工情報の作成を地方公共団体とは別の組織の事務とし、地方公共団体が保有している個人情報

の提供を受けて非識別加工情報を作成する組織について、一定の基準に基づき国が認定。

②作成組織において、民間事業者からの提案を募集。

③提案に対応するために必要となる個人情報について、地方公共団体に対して情報提供を要請。

④地方公共団体は、要請に基づき、個人情報の目的外提供の可否を判断のうえ、提供。

⑤作成組織において、提供を受けた個人情報に係る非識別加工情報を作成し、提供。

・ 提案の募集
・ 契約の締結
・ 非識別加工情報の作成・提供

(地方公共団体毎に作成)

作成組織

民間事業者

データの
提供

国

認定

A市

提
案

提
供
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「作成組織」のイメージ

(出典)地方公共団体の非識別加工情報の作成・提供に
係る効率的な仕組みの在り方に関する検討会配布資料 抄



平成30年度 平成31年度

上期 下期 上期 下期

地方公共団体の保有するパーソナルデータに関する作業工程

〇 地方公共団体の保有するパーソナルデータを同じルールで円滑に利活用することが可能な環境を迅速に実
現するために、作成組織に係る立法措置の在り方について、下記の工程に従って検討を進める。その際、非識
別加工情報の仕組みを導入するための条例改正は不要となるよう検討を進める。

〇 なお、作成組織の検討を進める過程においても地域のデータ利活用を積極的に推進するといった観点から自
主的に条例を整備する場合には、必要な情報提供等を行う。

工程の明確化

地方の非識別加工情報の活用事例の整理

作成組織に関して、立法措置の在り方に

ついて具体的な論点を整理・結論

事業採算性等の実効性を検証し、その結果に基づき必要な措置

５
(出典)地方公共団体の非識別加工情報の作成・提供に
係る効率的な仕組みの在り方に関する検討会配布資料 抄
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